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補正前の額 補正額 補正後の額
41,926 1,628 43,554

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 町民課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

戸籍法、住民基本台帳法
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

補 正 予 算 の
事 業 概 要

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正
する法律により、戸籍に振り仮名記載が追加されることとなり、住民に戸籍に記載する予
定の振り仮名を通知するための必要な機能(通知書の印刷に必要なデータの作成及び出力)
の改修業務を行います。

事 業 費

主な経費内容

戸籍電算システム委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　1,628,000円
　振り仮名通知出力機能に係る戸籍情報システム改修業務
　・戸籍情報ｼｽﾃﾑ振り仮名通知作成ｿﾌﾄｳｪｱ　　　1,364,000円
　・要件定義、システム構成設計　　　　　　　　132,000円
　・現地適用費　　　　　　　　　　　　　　　　132,000円

1 戸籍住民基本台帳費

1,628

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

4　持続可能な町の経営ができるために

4-2　行政機能の確保・管理

款 2 総務費

事業名

項 目

事業費(2-1) 戸籍住民基本台帳経費

3 戸籍住民基本台帳費

10 需用費 763 763 0
11 役務費 1,288 1,288 0

節 補正前の額 補正後の額 増減額
8 旅費 109 109 0

17 備品購入費 37 37 0
18 負担金補助及び交付金 703 703 0

12 委託料 32,574 34,202 1,628
13 使用料及び賃借料 6,452 6,452 0

充当額
1,628

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,628 0 0 0

16 2 1 1 13 社会保障・税番号制度システム整備費補助金
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補正前の額 補正額 補正後の額
4,912 35,576 40,488

30,600 0 0 4,976
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 27 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額減税一体支援枠分） 30,600

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 3,500 34,100 30,600

10 需用費 30 30 0
11 役務費 19 115 96
12 委託料 1,155 6,035 4,880
13 使用料及び賃借料 208 208 0

事業名 (21-1) 臨時特別給付金事業（令和６年度新非課税世帯等分） 事業費 35,576

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域社会をつくるために

施　　策 3-2　地域福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金で対応する給付のうち、令和６年度新たに住民
税均等割が非課税となる世帯及び令和６年度新たに住民税均等割のみ課税となる世帯、ま
たそれらの世帯の１８歳以下の児童１人あたり５万円を上乗せする給付について、増額予
算を計上するものです。
本事業着手のため既定予算を編成した時点においては、算定根拠となる情報が未確定で
あったため、国の試算による交付金内示額に基づき予算計上していましたが、令和６年度
課税情報が確定し、実数を基に試算したところ、既定予算に不足が見込まれることから増
額予算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電算事務委託料　　　　　　 4,000,000円
派遣委託料　　　　　　　　　 880,000円
物価高騰生活支援給付金　　30,600,000円
　
【物価高騰生活支援給付金積算内訳】
　　　　（R6課税情報による算定額）　（既定予算額）　（補正予算額）
均等割非課税　　16,000,000円　　　-　2,000,000円　＝　14,000,000円
均等割のみ課税　14,000,000円　　　-　1,000,000円　＝　13,000,000円
子育て世帯加算　 4,100,000円　　　-　　500,000円　＝　 3,600,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費
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補正前の額 補正額 補正後の額
139,862 126,150 266,012

126,150 0 0 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 27 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額減税一体支援枠分） 126,150

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 134,000 260,150 126,150

3 職員手当等 327 327 0
10 需用費 30 30 0
11 役務費 2,095 2,095 0
12 委託料 3,410 3,410 0

事業名 (22-1) 臨時特別給付金事業（調整給付分） 事業費 126,150

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域社会をつくるために

施　　策 3-2　地域福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

地方税法、所得税法、東員町町税条例、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要
綱

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金で対応する給付のうち、定額減税しきれないと
見込まれる方への調整給付について、増額予算を計上するものです。
本事業着手のため既定予算を編成した時点においては、算定根拠となる情報が未確定で
あったため、国の試算による交付金内示額に基づき予算計上していましたが、令和６年度
課税情報が確定し、実数を基に国から提供された算定ツールで試算したところ、既定予算
に不足が見込まれることから増額予算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

物価高騰生活支援給付金（調整給付）　　126,150,000円

【物価高騰生活支援給付金積算内訳】
　　　　（R6課税情報による算定額）　（既定予算額）　　（補正予算額）
調整給付　　　　260,150,000円　　-　134,000,000円　＝　126,150,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費
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補正前の額 補正額 補正後の額
271,670 9,599 281,269

0 0 0 9,599
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 繰出金 271,670 281,269 9,599

事業名 (2-1) 介護保険特別会計繰出金 事業費 9,599

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

特別会計の歳出予算（人件費）の補正に伴い、介護保険特別会計繰出金を補正するもので
す。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

（現年度分）
　総務費（人件費）分繰出金　　　　　　　 10,224,000円
　地域支援事業費（人件費）分繰出金　　　　△625,000円

　町負担割合　総務費：100％
　　　　　　　地域支援事業費（包括的支援事業等）：19.25％

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 2 高齢者福祉費
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補正前の額

0 35,000 0 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
23 1 5 1 7 緊急自然災害防止対策事業債 35,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 1,200 2,200 1,000
14 工事請負費 60,000 94,000 34,000
16 公有財産購入費 600 600 0

事業名 (7-1) 町単独道路整備事業 事業費 35,000

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-2　道路の整備・管理

根 拠 法 令
条 例 等

道路法
東員町町道の構造の技術的基準を定める条例
東員町町道に設ける道路標識の寸法を定める条例
利用者が安全に通行できる道路環境の整備を目的に、国の交付金の対象とならない事業を
町単独事業として道路改良工事を行っています。
新規の事業として町道山田505号線の道路整備事業費等について増額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

測量設計委託料　　　　 1,000,000円
道路改良工事費　　　　34,000,000円

町道山田505号線舗装補修工事　L=920ｍ

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正額 補正後の額
61,800 35,000 96,800

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 2 道路橋りょう費 目 3 道路新設改良費
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0 3,300 0 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
23 1 7 1 7 緊急防災・減災事業債 3,300

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

7 報償費 600 600 0
12 委託料 288,000 291,300 3,300
14 工事請負費 605,000 605,000 0
21 補償補填及び賠償金 5,000 5,000 0

事業名 (4-1) 施設整備費 事業費 3,300

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法
東員町立学校設置条例
東員町学校の管理に関する規則
東員第二中学校体育館（指定避難所）に災害時においても使用することが出来る空調設備
及び発電設備を新規設置するための設計業務委託料を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

設計監理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,300,000円
（東員第二中学校体育館（指定避難所）空調設備等設置工事設計業務委託）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
898,600 3,300 901,900

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費
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0 3,000 0 10
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
23 1 7 1 7 緊急防災・減災事業債 3,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 4,806 7,816 3,010
14 工事請負費 99,000 99,000 0

事業名 (7-1) 体育施設整備費 事業費 3,010

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 6　人生を豊かにするために

施　　策 6-4　スポーツの振興

根 拠 法 令
条 例 等

建築基準法施行令
東員町体育施設の設置及び管理に関する条例

総合体育館玄関ホール天井の安全対策及び落下防止対策を講じるため、耐震改修工事に関
する経費を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

設計監理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,009,600円
（総合体育館玄関ホール天井耐震改修工事設計業務委託）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
103,806 3,010 106,816

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 社会教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 6 保健体育費 目 2 保健体育振興費
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補正前の額 補正額 補正後の額
12,740 8,400 21,140

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

事 業 費

主な経費内容

正規職員4名分（健康長寿課）

1 一般管理費

8,400

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

4　持続可能な町の経営ができるために

4-1　効率的行財政の運営

款 1 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 正規職員人件費

1 総務管理費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 5,888 9,911 4,023
3 職員手当等 3,518 5,848 2,330
4 共済費 3,334 5,381 2,047

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 8,400 0

充当額
8,400

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称
7 1 5 1 1 その他一般会計繰入金
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補正前の額 補正額 補正後の額

7 1 5 1 1 その他一般会計繰入金 1,824

0 0 1,824 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

4 共済費 0 255 255

1 報酬 0 1,385 1,385
3 職員手当等 0 184 184

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員1名分（健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
0 1,824 1,824

事業名 (4-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 1,824

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費
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5 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） 119
7 1 3 1 1 地域支援事業繰入金（包括的支援事業等）（現年度分） 119

1 1 1 1 1 現年度分特別徴収保険料 145
3 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） 240

359 0 119 145
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

4 共済費 2,342 2,369 27

2 給料 4,651 4,671 20
3 職員手当等 2,943 3,519 576

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
9,936 623 10,559

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 623

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 地域支援事業費 項 3 包括的支援事業・任意事業費 目 4 在宅医療・介護連携推進事業費
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5 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） △744
7 1 3 1 1 地域支援事業繰入金（包括的支援事業等）（現年度分） △744

1 1 1 1 1 現年度分特別徴収保険料 △891
3 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） △1,489

△2,233 0 △744 △891
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

4 共済費 2,072 1,188 △884

2 給料 4,178 2,755 △1,423
3 職員手当等 2,587 1,026 △1,561

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
8,837 △3,868 4,969

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △3,868

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 地域支援事業費 項 3 包括的支援事業・任意事業費 目 6 認知症総合支援事業費
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1 1 1 1 1 現年度分特別徴収保険料 1

0 0 0 1
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

4 共済費 369 370 1
8 旅費 24 24 0

1 報酬 1,888 1,888 0
3 職員手当等 394 394 0

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員1名分（健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
2,675 1 2,676

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 1

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

令和 6年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 地域支援事業費 項 3 包括的支援事業・任意事業費 目 6 認知症総合支援事業費
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